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提出先 及び お問い合わせ先 

富山県商工労働部労働政策課 

〒930-8501 富山市新総曲輪１番７号  

電話 076-411-8897 FAX 076-411-4405 
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１ 事業目的                             ． 

本事業は、県内中小企業等が、プロフェッショナル人材を副業・兼業で活用す

る場合に必要となる経費の一部に対し補助金を交付することにより、当該企業の

副業・兼業人材との協業を推進し、新たな成長戦略の実現等を支援することを目

的とします。  

 

２ 用語の定義                            ． 

この募集要項で使用する用語の定義は、以下に規定するとおりです。  

（１）中小企業  

中小企業基本法（昭和 38年法律第 154号）第２条第１項に規定する中小 

企業者 

（２）プロフェッショナル人材 

これまでの知見・ノウハウを活用し、企業の課題解決に資する業務等に従事  

できる人材 

（３）副業・兼業人材 

  補助事業者と業務委託契約等に基づき、副業・兼業形態で業務に従事する 

プロフェッショナル人材 

（４）登録人材紹介会社  

職業安定法（昭和 22年法律第 141号）第 30条に規定する有料職業紹介事業

者で、「富山県プロフェッショナル人材戦略本部人材紹介事業者登録要領」に

より登録を受けた事業者 

 

３ 対象事業者                            ． 

以下のすべてに該当する者を本事業の対象者とします。   

（１）富山県内に事業所を有する中小企業、同規模の医療法人、社会福祉法人 

または個人事業主等 

（２）富山県プロッフェショナル人材戦略本部へ求人情報シートを提出し、かつ   

登録人材紹介会社の紹介により副業・兼業人材の活用に関する業務委託契約等  

が成立していること 

（３）以下のすべてを満たす者 

①性風俗関連営業、接待を伴う飲食等営業、又はこれらの営業の一部を受託 

する営業を行う事業者でないこと 

②富山県税の全税目について滞納がないこと 

③審査に必要な書類等を整備保管し、国や県による実地検査の受け入れに協 
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力する事業者であること 

（４）次のいずれにも該当しない者  

①役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律 

第 77号（以下「暴力団対策法」という）第 2条第 6号に規定する暴力団員 

（以下「暴力団員」という。）であると認められる者 

②暴力団（暴力団対策法第 2条第 2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者 

③役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に 

損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認め 

られる者 

④役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与す 

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与 

していると認められる者 

⑤役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している 

と認められる者 

 

 ４ 補助金の概要                           ． 

中小企業等が、新たな成長戦略の実現のために、副業・兼業人材と協業する場

合に、中小企業等が人材紹介会社へ支払う経費の一部を補助します。 事業実績

報告の期限までに支払いが完了する経費に限ります。 

（１）補助対象経費等 

補助金の交付の対象経費及びこれに対する補助率並びに限度額は、次の表

のとおりとします。 

補助対象経費 補助率 補助限度額 

補助事業者が副業・兼業人材との業務委託 

契約等締結の際、登録人材紹介会社へ支払う

経費 

補助対象経費の

２分の１以内 

22千円/月  

※補助限度額は、副業・兼業人材１人に対し、月毎の上限額とします。 

１人あたりの補助対象月は最大４か月間とします。 

以下の経費は補助対象経費になりません。  

・取消料、キャンセル料  

・振込手数料、代引手数料  

（２）補助件数  

補助事業者につき副業・兼業人材３名限りとします。  
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（３）補助対象期間  

令和５年４月 14日から令和６年２月 28日  

  ※令和５年４月１日から４月 13日の間に発生した経費については、補助対 

象となりません。 

（４）補助金交付申請期間  

令和５年４月 14日から令和６年３月 10日。期間中、申請は随時受付けま 

すが、補助金交付決定額が予算額に達した時点で募集を停止します。  

   なお、交付申請は、プロフェッショナル人材の就業開始日の７日前までに行 

ってください。  

（５）補助金支払い方法  

額の確定後、精算払いたします。 

  

５ 補助金交付手順                           ． 

（１）補助金の交付申請  

・補助金の交付申請は、契約（契約の内定を含む。）日から、就業を開始す

る日の７日前（当該日が土曜日、日曜日、祝日等の場合は、その前日まで）

に、次の「提出書類一覧」に記載した書類を郵送（簡易書留郵便）又は持参

してください。  

・提出に際しては、本募集要項で定める様式を使用してください。 

（提出書類はＡ４、モノクロ、片面印刷）  

・提出された申請書類等は返却しません。 

・提出された申請書類等の内容に関して、当方より問い合わせ、追加資料の 

提出を求める場合があります。  

【提出書類一覧】（各１部）  

 １  副業・兼業人材活用促進事業費補助金交付申請書（様式第１号） 

２ 補助対象事業実施計画書（様式第２号） 

３ 副業・兼業人材の履歴書及び職務経歴書の写し 

４ 副業・兼業人材の活用に関する業務委託契約書等の写し又は 

これに代わる資料 

５ 振込先口座と口座名義が分かる通帳の写し(通帳１ページ目の見開き部分) 

６ その他知事が必要と認める資料 

・補助金の交付申請にあたっては、当該補助金に係る消費税額（以下「消費 

税額」という。）を減額して申請してください。ただし、申請時おいて消 

費税額が明らかでない場合は、この限りではありません。  
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（２）補助金の交付決定  

提出いただいた申請書類を審査し、下記の項目について総合的に判断して 

補助の可否を決定し、「副業・兼業人材活用促進事業費補助金交付決定通知 

  書」により補助事業者に通知します。 

【主な審査基準】  

① 申請者が富山県プロフェッショナル人材戦略本部に求人情報シートを提

出しているか。  

② 協業する副業・兼業人材が求人情報シートに基づき登録人材紹介会社か 

ら紹介された人材であるか。  

③ 副業・兼業人材が定義を満たしているか。  

④ 副業・兼業人材が従事する業務が補助事業者の成長戦略の実現に資する 

ものであるか。  

  ※定型的な業務や単純作業など、副業・兼業人材の知見・能力を必要とし 

ない業務に従事する場合は対象としません。  

⑤ 採用・活用する副業・兼業人材の就業開始日及び補助対象経費の支払予    

定日が補助対象期間内であるか。  

（３）補助事業の変更又は中止又は廃止 

補助事業の内容を変更又は中止又は廃止する場合は、あらかじめ「副業・ 

兼業人材活用促進事業費補助金交付事業変更(中止・廃止)承認申請書」（様

式第３号）を提出し、知事の承認を受けてください。 

（４）補助事業の状況報告 

知事から求めがあった場合は、「副業・兼業人材活用促進事業費補助金の

状況報告書」（様式第４号）を提出してください。 

（５）補助事業の実績報告  

補助事業者は、補助事業が完了した日から起算して１４日以内又は令和６

年３月 10日のいずれか早い日までに、「副業・兼業人材活用促進事業費補助

金実績報告書」（様式第５号）に、以下の書類を添付して、各１部を提出し

てください。  

【添付書類】  

①  補助対象事業実績報告書（様式第５号別紙１） 

②  補助対象経費算出表（様式第５号別紙２） 

③  副業・兼業人材の勤務実績、補助対象経費の金額および支出が確認でき 

る書類の写し 

④  副業・兼業人材の活用に関する業務委託契約書等の写し又はこれに代わ 

る資料 
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⑤  その他知事が必要と認める書類  

 

（６）補助金の支払いについて  

・実績報告があった場合、実績報告書の内容を審査し、交付決定の内容及び 

これに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定 

し、補助事業者に通知します。  

（７）補助事業者の義務  

・この補助金の交付決定を受けた場合は、以下の項目を遵守してください。  

守られない場合は、交付決定の取消及び補助金の返還指示を行う場合があ  

ります。  

・報告書、請求書等の書類の提出は遅滞なく行ってください。  

・補助事業者は、本補助金に係る経理についての収支の事実を明確にした帳 

簿及び支出証拠書類を整備し、本補助事業が完了した日から起算して５年 

を経過した日の属する県の会計年度の末日まで保存しなければなりません。 

・補助事業者は知事が実績報告書に基づく調査（書面・立入等）を行う場 

合、これに応じなければなりません。この場合、副業・兼業人材に対して 

も、調査への協力を義務付けるものとします。 

（８）他の補助制度との併用  

実質的に同一内容の事業（相当程度重なる場合を含む。）について、この 

   補助金と他の公的な補助金等（過去に受けたこの補助金を含む）を重複し 

   て受けることはできません。なお、交付決定後に他の制度と併用している 

   事実を発見した場合は、本補助事業者としての交付決定を取り消し、必要 

   に応じて補助金の返還を求める場合があります。  

 

６ 書類提出先・問合せ先                        ． 

交付申請書に必要事項を記入し、添付書類を添えて持参又は郵送により提出し 

てください。 

【提 出 先】富山県商工労働部労働政策課 

〒930-8501 富山市新総曲輪１番７号 

 

【受付時間】平日の 9時～12時及び 13時～17時 

土、日、祝日、年末年始（12月 29日～1月 3日）を除く  
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７ その他留意事項                           ． 

 

富山県補助金等交付規則（昭和 37年富山県規則第 10号）に基づき、交付申請

時に、暴力団または暴力団員等（役員等も含む）に該当しない旨の誓約書を提出

いただきます。 

また、県税に滞納がない旨の誓約書を提出いただきます。（交付決定後に不正

が判明した場合は、交付決定の取消を行います。）



 

 


